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　　　　　　　　　　37 億 5084 万 9 千円
【市税】　　　　　　　市民税や固定資産税、軽自動車税など

　　　　　　　　　　6 億 448 万 8 千円
【繰入金】　　　　　　基金などからの繰入金

　　　　　　　　　　4 億 3629 万 8 千円
【使用料及び手数料】　公共施設の使用料や申請手数料など

　　　　　　　　　　4 億 4047 万 8 千円
【諸収入】　　　　　　貸付金元利収入や雑収入など

　　　　　　　　　　2 億 1438 万 7 千円
【分担金及び負担金】　保育料や老人ホーム入所負担金など

　　　　　　　　　　6479 万 4 千円
【その他①】　　　　　繰越金、寄附金、財産収入など

　　　　　　　　　　107 億円
　　　　　　　　　　全国の市町村が等しく行政事務が行えるよう
【地方交付税】　　　　一定の基準により国から交付されるお金

　　　　　　　　　　37 億 76 万 6 千円
【市債】　　　　　　　公共事業の財源とするための長期借入金

　　　　　　　　　　21 億 9809 万 4 千円
【国庫支出金】　　　　使い道が特定される国からの補助金など

　　　　　　　　　　11 億 5674 万 6 千円
【県支出金】　　　　　使い道が特定される県からの補助金など

　　　　　　　　　　7 億 8310 万円
【その他②】　　　　　地方譲与税や地方特例交付金など

※自主財源…地方公共団体が自らの機能に基づいて自主的に収入するもの。地方税、分担金および負担
金、使用料および手数料など。歳入総額に占める自主財源の割合（自主財源比率）が高け
れば高いほど、地方公共団体の自主性と安定性があることを示します。

※依存財源…国や県の意思決定に基づき収入されるもの。地方交付金、市債、国庫支出金、県支出金、
地方譲与税など。

一般会計　総額 ２４０億５０００万円【前年度比３. ７％増】

市民一人当たりの金額 一般会計予算【支出】( 目的別 ) を市民１人当たりに換算した使い道

724,005円
人口 33,218 人

（平成 26 年 3 月 31 日住民基本台帳人口）

161,238 円 ●福祉充実のために【民生費】
123,620 円 ●地域振興、公共施設の維持管理のために【総務費】
108,123 円 ●借入金返済のために【公債費】

92,368 円 ●道路、公園、河川整備のために【土木費】
72,441 円 ●学校教育、文化財保護のために【教育費】
69,266 円 ●保健衛生、ごみ収集のために【衛生費】
36,241 円 ●農業・林業の振興のために【農林水産業費】
22,559 円 ●火災・災害から守るために【消防費】
38,149 円 ●その他【その他】

一般会計とは、福祉や道路、教育、消防など市役所の基本的な仕事に関わる収入と支出を管理する会計です。

53 億 5598 万 8 千円　　　　　　　　　
高齢者や子育てなど福祉サービスに　　　　　【民生費】

41 億 640 万 1 千円　　　　　　　　　
住民登録、防犯対策、選挙などに　　　　　【総務費】

35 億 9162 万 4 千円　　　　　　　　　
借り入れた市債の返還に　　　　　【公債費】

30 億 6826 万 8 千円　　　　　　　　　
道路、公園、河川の整備などに　　　　　【土木費】

24 億 635 万 5 千円　　　　　　　　　
学校教育、スポーツ振興などに　　　　　【教育費】

23 億 89 万 5 千円　　　　　　　　　
健康増進、環境対策、ごみ処理など　　　　　【衛生費】

12 億 386 万 8 千円　　　　　　　　　
農業、畜産業、林業などの振興に　　【農林水産業費】

7 億 4935 万 4 千円　　　　　　　　　
火災、救急、防災対策などに　　　　　【消防費】

6 億 6174 万 5 千円　　　　　　　　　
災害復旧に　　　【災害復旧費】

3 億 2511 万 7 千円　　　　　　　　　
産業、商工業、観光振興などに　　　　　【商工費】

2 億 1474 万 5 千円　　　　　　　　　
議会運営に　　　　　【議会費】

5564 万円　　　　　　　　　
勤労者支援などに　　　　　【労働費】

1000 万円　　　　　【予備費】

【支出】
（目的別）

【市民税】40.3％
15 億 960 万円

【市税の内訳】

【固定資産税】
48.5％

18 億 2075 万円

【市たばこ税】5.4％
2 億 380 万円

【軽自動車税】2.6％
9560 万円

【鉱産税】0.0％
20 万円

【都市計画税】3.2％
1 億 2090 万円

【人件費】17.2％
41 億 4755 万 5 千円

【扶助費】9.7％
23 億 2178 万 5 千円

【公債費】14.9％
35 億 9192 万円

【普通建設事業費】17.6％
42 億 5191 万 7 千円

【災害復旧事業費】2.8％
6 億 6519 万 7 千円

【物件費】12.6％
30 億 2213 万 3 千円

【補助費】12.9％
30 億 8494 万 5 千円

【繰出金】10.3％
24 億 6899 万 4 千円

【支出 (性質別 )】

義務的
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37.8％

【貸付金・出資金】1.3％
3 億 1193 万 1 千円
【積立金】0.3％

6841 万 5 千円
【その他】0.4％
1 億 1520 万 8 千円

依存
財源

77.1％

自主
財源

22.9％

【収入】

特別会計  総額 152 億 9239 万円【前年度比 3.1％増】
会　　　計 予　算　額

国民健康保険特別会計(事業) 41 億 8068 万円　
国民健康保険特別会計(直診) 5785 万円　
国民健康保険成羽病院事業会計 16 億 5900 万円　
へき地診療所特別会計 1063 万円　
後期高齢者医療特別会計 5億 988 万円　
介護保険特別会計 ( 事業 ) 46 億 6375 万円　
介護保険特別会計 (サービス ) 1 億 613 万円　
養護老人ホーム特別会計 2億 3995 万円　
特別養護老人ホーム特別会計 2億 5176 万円　

軽費老人ホーム特別会計 3218 万円　
住宅新築資金等貸付事業特別会計 160 万円　
畑地かんがい事業特別会計 2169 万円　
水道事業特別会計 3億 7872 万円　
簡易水道事業特別会計 13 億 655 万円　
下水道事業特別会計 17 億 1832 万円　
地域開発事業特別会計 1億 4386 万円　
巨瀬財産区特別会計 708 万円　
宇治財産区特別会計 215 万円　
有漢財産区特別会計 61 万円　

特別会計とは、国民健康保険や水道のように特定の収入により特定の事業を行うための会計です。

　平成２６年度は「住んでよかった、住み続けたいまち高梁」を実現する予算として、定住・子育て施策
の充実、観光やスポーツによる交流人口の増加を目指す取り組み、豊かな自然環境を活かした施策、教育
力の向上、地域経済の活性化に向けた支援策等の重点施策に積極的に取り組む予算編成を行いました。

　　　　　　　　　■問い合わせ　理財課財政係☎�０２０６
予算の概要を紹介します。　平成２６年度
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